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事 務 連 絡 
令和２年１１月１２日 

各都道府県知事 殿 

各府省庁担当課室 各位 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長 

 

来年２月末までの催物の開催制限、 

イベント等における感染拡大防止ガイドライン遵守徹底に向けた 

取組強化等について 

 

令和２年９月１１日付け事務連絡（以下「９月１１日付け事務連絡」と

いう。）により通知したとおり、１２月以降の取扱いについては、今後検討

の上、別途通知することとされているが、１２月１日以降の催物開催につ

いては、当面来年２月末まで、下記のとおりとするので、留意されたい。

加えて、イベント等における業種ごとに策定された感染拡大防止ガイドラ

イン（以下、「業種別ガイドライン」という。）遵守を徹底するため、より

一層の取組強化を図ることとするので、留意されたい。 

なお、今後の感染状況や新たな知見が得られる等の状況に応じ、下記の

取扱いに変更があり得ることにも留意されたい。 

 

記 

１．催物の開催制限 

感染防止対策と経済社会活動の両立のため、徹底した感染防止対策の下
での安全なイベント開催を図っていく。具体的には、当面のイベント開催
については、開催の目安を以下のとおりとする。この取扱いは、本日の新
型コロナウイルス感染症対策分科会における議論を踏まえ、１２月１日か
ら実施する。 

なお、来年３月以降の取扱いについては、今後検討の上、別途通知する。 

 

１２月１日以降の催物の開催制限について、基本的に当面来年２月末まで現在の取

扱を維持し、一部の催物について、収容率の緩和や具体的な感染防止策等を明確化

するので、催物開催の目安とされたい。 

また、イベント等におけるガイドライン遵守徹底に向けた取組を強化するので、適

切な情報連携、PDCA 体制の構築等を検討されたい。 
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（１）催物開催の目安 

  人数上限及び収容率要件による人数のいずれか小さい方を限度とする。 

① 人数上限の目安 

９月１１日付け事務連絡１．（１）①のとおり取り扱うこと。なお、催
物開催に当たっては、別紙１に留意するよう促すこと。 

 

② 収容率の目安 

ア）大声での歓声、声援等がないことを前提としうる場合 

観客間のクラスター等が発生していないことが確認された催物の
形態であることを前提に、９月１１日付け事務連絡１．（１）②ア）を
改め、次の全てを満たす場合に限り、収容率の上限を１００％とする
こと。 

・ これまでの当該イベントの出演者等による類似のイベントの開催
実績において、参加者が歓声、声援等を発し、又は歌唱する等の実
態がみられていないこと（開催実績がない場合、類似の出演者によ
るこれまでのイベントに照らし、観客が歓声、声援等を発し、又は
歌唱することが見込まれないこと）。 

なお、この要件に該当することについて、イベント主催者におい
て、過去の開催実績に基づく十分な説明が行われない場合は、この
要件に該当しないものとして、後記イ）のとおり取り扱うこと。 

・ これまでの開催実績を踏まえ、マスクの常時着用、飲食制限等を含
め、個別の参加者に対して別紙１に記載した対策の徹底が行われ
ること。 

・ 発声する演者と観客間の距離が適切に保たれている等、感染防止
対策が業種別ガイドラインに盛り込まれ、それに則った感染防止
対策が実施されること。 

   また、飲食の取扱いについては、９月１１日付け事務連絡別紙２の
とおり、マスクの常時着用を担保するため、引き続き、食事を伴うイ
ベントについては、「大声での歓声、声援等がないことを前提としうる
もの」には該当しないものとして取り扱うこととするが、飲食を伴う
がイベント中の発声がないことを前提としうる催物について、別紙２
に記載した条件がすべて担保される場合に限り、イベント中の飲食を
伴っても「大声での歓声、声援等がないことを前提としうるもの」と
して取り扱うことができることとする。 

各都道府県においては、別紙３の例示も踏まえ、イベントの特性に
応じて、収容率の目安を適用することとなるが、具体的な事例等に係
る取扱いについては、引き続き、９月１１日付け事務連絡１．（１）②
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ア）のとおり取り扱うこと。 

 

イ）大声での歓声、声援等が想定される場合等 

前記ア）に該当しない催物は、９月１１日付け事務連絡１．（１）②
イ）のとおり取り扱うこと。 

 

（２）地域の行事、全国的・広域的なお祭り、野外フェス等 

９月１１日付け事務連絡１．（２）のとおり取り扱うこと。その上で、
別紙４に該当するものについては、９月１１日付け事務連絡１．（２）①
に示す「十分な人と人との間隔（１ｍ）」が設けられ、かつ、「当該間隔の
維持」が可能であるものとして明確にするので、御留意ありたい。 

また、地域の行事、全国的・広域的なお祭り、野外フェス等に関連し、
別紙５のとおり、初詣における感染防止対策の留意事項について、取りま
とめているので御留意ありたい。 

 

（３）人数上限や収容率の要件の解釈について 

９月１１日付け事務連絡１．（３）のとおり取り扱うこと。 

 

２．催物の開催に関する留意事項 

（１）イベント等における業種別ガイドライン遵守徹底に向けた取組強化

について 

イベントの大規模化等に伴い、万が一、クラスターが発生した場合の医

療ひっ迫等の影響も想定されることから、より一層の感染防止策の強化

を図ることとする。 

① 関係府省庁及び関係団体における業種別ガイドラインの周知・徹底  

関係各府省庁においては、関係団体が傘下会員等に対して、業種別ガイ

ドラインの周知・徹底を図るよう促すとともに、必要に応じて、関係各府

省庁又は関係団体から業種別ガイドラインの遵守状況に係る具体的なチ

ェックリスト等を配布すること等により、業態に応じた感染防止策の理

解促進を図るとともに、ガイドラインの遵守徹底に努めること。 

また、関係各府省庁においては、飛沫飛散シミュレーション等による新

たなエビデンスを基にした見直しが必要となった場合など、必要に応じ

て、業種別ガイドラインのさらなる改善に向けた助言等を実施し、適切に

改訂するよう促すこと。 

② 建築物衛生法の立入検査等における周知 
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  各都道府県等においては、建築物における衛生的環境の確保に関する

法律に基づき、保健所が実施する立入検査等において、特定建築物所有

者等に対し、業種別ガイドラインを配布する等により、施設における感

染拡大防止策の周知徹底に努めること。 

③ 都道府県等における平時からの体制構築及びクラスター発生時の連

携・情報共有体制の構築 

  大規模イベントに係るクラスター対策については、１０月２７日付事

務連絡においてクラスター対策・分析の組織体制を構築するよう対応を

お願いしているところであるが、各都道府県においては、引き続き、関

係部局間や政令市、中核市、保健所設置市等との役割分担やイベントに

おけるクラスター対策についての組織的な対応について留意すること。

特に、関係部局間の情報連携に留意すること。 

また、今後の感染拡大防止対策等の強化につなげる観点から、各都道府

県においては、大規模イベントでのクラスターが確認された場合に加え、

イベントでの大規模クラスターが確認された場合についても、可能な範

囲で、チェックリスト等を活用しながら、関係各府省庁に確認された感染

防止策の実施状況等を共有するよう努めること。 

④関係府省庁及び関係団体の主体的な調査・分析、ガイドラインの改訂 

関係各府省庁においては、業種ごとのクラスターの発生状況に応じて、

関係団体、感染症等の専門家、内閣官房等と連携しながら、クラスターの

状況を把握・分析するとともに、 

・ 業種別ガイドラインの未遵守が原因と考えられる場合はその遵守を

働きかけること、 

・ 業種別ガイドライン上の対策が不明確と考えられる場合は当該対策

を業種別ガイドラインにおいて明確化すること 

等により、再発防止に努めること。また、関係各府省庁においては、関係

団体及び専門家等と連携し、前記③等で共有された情報等に基づき、クラ

スターの状況を把握・分析すること。また、必要に応じて、内閣官房とも

相談しつつ、各所管団体に対して業種別ガイドラインのさらなる周知の

徹底、改訂等の検討を促すこと。 

なお、関係各府省庁においては、本事務連絡で示した考え方について、

他の類型の施設に同様の考え方が適用できる場合には、本事務連絡で示

した感染防止策・考え方が盛り込まれるよう所管団体に促すこと。 

⑤ 業種別ガイドラインの遵守を徹底し、必要な改訂を促すための検討

体制の構築 

イベント等における感染防止策を徹底するためには、業種別ガイドラ
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インの遵守状況の継続的なフォローアップが不可欠である。関係各府省

庁においては、関係団体と連携しながら、上記①～④の検討を継続的に行

い、業種別ガイドラインの遵守を徹底し、必要な改訂を実施するための体

制構築を図ること。 

 

（２）都道府県における事前相談、注意喚起 

各都道府県においては、イベント参加者やイベント主催者等に対して、

改めて感染防止策の注意喚起を行うとともに、全国的な移動を伴うイベ

ント又はイベント参加者が１，０００人を超えるようなイベントの事前

相談に応じること。 

なお、各都道府県においては、９月１１日付事務連絡２．（１）のとお

り、イベント参加者やイベント主催者等に対して、事前相談や注意喚起を

行う際には、必要に応じて、これまでも別紙６の記載事項に留意するよう

促すこととしてきたが、今後、別紙７及び別紙８の記載事項についても留

意するよう促すこと。 

 

（３）その他留意事項について 

各都道府県、関係各府省庁においては、公共交通機関等の密集や催物後

の会食等により、イベント主催者等が管理できない場所（催物前後など）

での感染拡大リスクが高まる場合があることにも留意し、関係各所に対

し、イベント主催者等との連携・協力を適切に行い、催物前後における感

染防止策を徹底するよう促すこと。 

 

３．業種別ガイドラインの遵守徹底に向けた取組の強化について 

 令和２年１１月９日に、新型コロナウイルス感染症対策分科会から、政

府に対して、業種別ガイドラインの遵守徹底に向けて、現場での実践等の

提言が出されたところである。別紙９に示された感染リスクが高まる「５

つの場面」については、これまでも周知を行ってきたところであるが、各

都道府県、関係各府省庁等においては、改めて、関係団体とも連携しなが

ら、事業者が、感染リスクが高まる「５つの場面」が具体的にどこにある

のか等を検討し、業種別ガイドラインに記載された対策を現場で確実に実

践できるよう、周知すること。 

また、関係各府省庁においては、業種別ガイドラインの実効性を高める

べき旨の提言が出されたこと等を踏まえ、前記２．（１）に関連した業種に

かかわらず、各業種におけるクラスター発生状況等を踏まえ、さらなる対

策が求められる場合には、必要に応じて、前記２．（２）と同様に、業種別
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（照会先） 

 内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室 

 企画第１担当  宮坂・植田・石田・竹本・井上・寺井 

             直通  03（6257）3085 

ガイドラインの遵守徹底に向けた取組の強化を検討すること。 

 

４．寒冷な場面における換気等について 

 冬期においては、寒冷地を中心に、通常の換気（定期的な窓開け換気）

では、適切な室内環境（温度・湿度等）を維持できない可能性が想定され

る。 

 各都道府県及び関係各府省庁においては、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を防止する観点で、別紙１０に示すとおり、適切な室内環境（温

度・湿度等）を維持しつつ、十分な換気を行っていくことが重要であるこ

と等から、「寒冷な場面における新型コロナの感染防止等のポイント」を周

知すること。また、必要に応じて、業種別ガイドライン等の改訂を促すこ

と。 

以上 

 

 




























